
令 和 ２ 年 度 高 知 市 水 道 事 業 会 計 予 算



市第14号

（総　　則）

令和２年度高知市水道事業会計の予算は，次に定めるところによる。

（業務の予定量）

業務の予定量は，次のとおりとする。

(1) 人

(2) ㎥

(3) ㎥

(4)

千円

千円

千円

千円

（収益的収入及び支出）

収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。

千円

千円

千円

千円

管 渠 増 補 改 良 事 業

施 設 増 補 改 良 事 業

水 源 林 用 地 取 得 事 業

1,666,066

1,130,821

5,000

送 配 水 施 設 整 備 事 業 1,166,592

308,688

37,667,341

103,198

主 な 建 設 改 良 事 業

第 １ 条

第 ２ 条

令 和 ２ 年 度 高 知 市 水 道 事 業 会 計 予 算

給 水 人 口

年 間 配 水 量

１ 日 平 均 配 水 量

第 ３ 条

第 ３ 項 特 別 利 益

7,255,900

6,676,116

第 １ 款

第 １ 項

第 ２ 項

営 業 収 益

営 業 外 収 益 579,684

100

水 道 事 業 収 益

収 入
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千円

千円

千円

千円

千円

（資本的収入及び支出）

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

第 ４ 項 庁 舎 整 備 費 5,000

第 ７ 項 予 備 費 15,000

305第 ６ 項 補 助 金 返 還 金

第 ５ 項 1,561,481企 業 債 償 還 金

第 ２ 項 増 補 改 良 工 事 費 2,801,887

第 ３ 項 固 定 資 産 費 45,735

支 出

第 １ 款 資 本 的 支 出 5,596,000

第 １ 項 建 設 工 事 費 1,166,592

第 ４ 項 負 担 金 36,062

第 ５ 項 固 定 資 産 売 却 代 金 100

第 ４ 条

第 ４ 項 予 備 費 40,000

資 本 的 収 入 2,114,400第 １ 款

収 入

資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める （資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額3,481,600千円

は，当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額348,053千円，減債積立金1,520,217千円，過年度分損益勘定留保資

金1,613,330千円で補てんするものとする。）。

支 出

第 １ 款 水 道 事 業 費 用 6,281,200

第 １ 項 営 業 費 用 5,672,016

第 ３ 項 補 助 金 196,000

営 業 外 費 用 559,084

第 ３ 項 特 別 損 失 10,100

第 ２ 項

第 ２ 項 出 資 金 613,238

第 １ 項 企 業 債 1,269,000
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(継　続　費)

継続費の総額及び年割額は，次のとおりと定める。

千円

千円

(債務負担行為)

債務負担行為をすることができる事項，期間及び限度額は，次のとおりと定める。

千円

(企　業　債)

起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，次のとおりと定める。

千円

（一時借入金）

第 ８ 条 一 時 借 入 金 の 限 度 額 は ， 1,000,000 千円と定める。

第 ５ 条

款 総　　　額 年 度

償　　　還　　　の　　　方　　　法

第 ７ 条

起 債 の 目 的 限　度　額

普通貸借又
は証券発行

3.0

起 債 の 方 法 利　　率

　安全対策事業 1,269,000 

年 割 額

2 104,940
1 420,000 千円

3 315,060
三里配水池整備事業

項

建設工事費

事　　　業　　　名

％以内

(ただし，利率見直し方式で借り入れる
資金について，利率の見直しを行った
後においては，当該見直し後の利率）

1 資本的支出

　針木浄水場自然公園桜花見用警備等委託業務

政府資金その他借入先の融資条件による。 ただし，財政の
都合により，据置期間及び償還期限を短縮し，若しくは繰上
償還又は低利に借換することができる。

800

第 ６ 条

事　　　　　　　項 期　　　　　間 限　　　度　　　額

令和３年度
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（予定支出の各項の経費の金額の流用）

(1)

(2) 水道事業費用のうち，営業費用と営業外費用（消費税及び地方消費税に限る。）

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

(1) 千円

(2) 千円

（他会計からの補助金）

水道事業運営のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は，　2,579千円である。

（重要な資産の取得）

重要な資産の取得は，次のとおりとする。

1

令和２年３月５日提出

高知市長 岡 﨑 誠 也

第 10 条 　次に掲げる経費については，これらの経費の金額を，これら以外の経費の金額に流用し，又はこれら以外の経費をこれらの経

費の金額に流用する場合は，議会の議決を経なければならない。

1,408,702

交 際 費 100

職 員 給 与 費

第 11 条

第 12 条

（数　　量）

１　　台

第 ９ 条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと定める。

各項に計上した職員給与費に係る予定額に過不足を生じた場合におけるこれらの経費の各項の間の流用

取 得 す る 資 産 器 具 及 び 備 品

（種　　　類）

液体クロマトグラフ質量分析計

（名　　　称）
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収益的収入及び支出

1

1

1 人

2  配水管の修繕及び移設に伴う収入

3  配水管仮設，設計審査手数料，給水管の修繕及び移設に伴う収入

4  手数料及び一般会計負担金

2

1  預金利息

2  給水装置新設分担金

3  一般会計からの補助金

4  長期前受金収益化額

5  不用品売却収益及びその他雑収益

3

1  固定資産売却に伴う利益発生額100

一 般 会 計 補 助 金

固 定 資 産 売 却 益

長 期 前 受 金 戻 入

2,579

171,750

272,533

100

3,980

128,842

35,212

項 目

営 業 収 益

営業外収益

そ の 他 の 営 業 収 益 20,844

579,684

6,597,000

7,255,900

6,676,116

23,060

特 別 利 益

給 水 収 益

配 水 工 事 収 益

受 託 工 事 収 益

受取利息及び配当金

新 設 分 担 金

雑 収 益

308,688給水料金，給水人口

令和２年度　高知市水道事業会計予算実施計画

予　定　額

（単位　千円）収 入

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　考款

水道事業収益
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1

1

1  取水，浄水，送水，配水池設備の維持管理諸経費

2  配水管の維持管理，漏水調査及び修繕の諸経費

3  給水管修繕工事の諸経費

4  量水器の維持管理及び修繕の諸経費

5  給水装置新設，修繕工事の諸経費

6  検針，調定，収納その他業務の諸経費

7  事業活動の管理に関する諸経費

8  固定資産の減価償却費

9  固定資産の除却費及びたな卸資産減耗費

2

1  企業債利息及び一時借入金利息

2  不用品売却原価及びその他雑支出

3

水道事業費用

営 業 費 用

配 水 費

1,260,551

415,507

修 繕 費

6,281,200

5,672,016

490,339

207,393

予　定　額

（単位　千円）支 出

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　考款 項 目

営業外費用

給 水 費

受 託 工 事 費

総 係 費

減 価 償 却 費

業 務 費

200

85,000

資 産 減 耗 費

雑 支 出

消費税及び地方消費税

559,084

支払利息及び企業債取扱諸費

119,180

473,884

2,402,957

原 水 及 び 浄 水 費

110,711

66,786

598,592
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3

1  固定資産売却に伴う損失発生額

2  前年度以前の損益修正による損失発生額

4

1

資本的収入及び支出

1

1

1

2

1

3

1

4

1

5

1

収 入

款 項

資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額3,481,600千円は，当

年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額348,053千円，減債積立

金1,520,217千円，過年度分損益勘定留保資金1,613,330千円で補てんする

ものとする。

1,269,000

1,269,000

2,114,400資 本 的 収 入

613,238

613,238

項 目

過 年 度 損 益 修 正 損

100

特 別 損 失

企 業 債

40,000

40,000

予 備 費

（単位　千円）

目 予　定　額 備　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

（単位　千円）

予　定　額 備　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

固 定 資 産 売 却 損

10,100

10,000

100

款

固 定 資 産
売 却 代 金 固 定 資 産 売 却 代 金 100

出 資 金

負 担 金

負 担 金 36,062

36,062

予 備 費

出 資 金

企 業 債

補 助 金 196,000

国 庫 補 助 金 196,000
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1

1

1  送配水管整備ほか

2

1  老朽管布設替ほか

2  浄水場施設整備ほか

3  原水確保対策

3

1  器具及び備品等購入費

4

1  局庁舎の整備ほか

5

1  企業債元金償還金

6

1  固定資産売却に伴う国庫補助金返還

7

1

45,735

予 備 費

5,000

1,561,481

企 業 債 償 還 金 1,561,481

305

5,000

予 備 費 15,000

15,000

5,596,000

1,166,592

2,801,887

1,666,066

45,735

5,000

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　考款 項 目 予　定　額

（単位　千円）

施 設 増 補 改 良 費

水 源 林 用 地 取 得 費

固 定 資 産 費

固定資産費

庁舎整備費

庁 舎 整 備 費

国 庫 補 助 金 返 還 金 305

企 業 債
償 還 金

補 助 金
返 還 金

1,130,821

1,166,592

支 出

資 本 的 支 出

建設工事費

管 渠 増 補 改 良 費

送配水施設整備事業費

増 補 改 良
工 事 費
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（単位　千円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー ２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 603,363 有形固定資産の取得による支出 △ 3,686,161

減価償却費 2,402,957 有形固定資産の売却による収入 200

長期前受金戻入額 △ 272,533 国庫補助金等による収入 232,062

受取利息及び配当金 △ 3,980 補助金の返還 △ 305

支払利息及び企業債取扱諸費 473,884

固定資産除却費 30,020 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 3,454,204

未収金の増減額（△は増加） 11

未払金の増減額（△は減少） 138,153 ３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

貯蔵品の増減額（△は増加） 200 建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,269,000

引当金の増減額（△は減少） 148,194 建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,561,481

小計 3,520,269 他会計からの出資による収入 613,238

利息及び配当金の受取額 3,980

利息の支払額 △ 473,884 財務活動によるキャッシュ・フロー 320,757

業務活動によるキャッシュ・フロー 3,050,365 　資金増加額（又は減少額） △ 83,082

　資金期首残高 11,897,885

　資金期末残高 11,814,803

令和２年度高知市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和２年４月１日から令和３年３月31日まで）
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1 総　　括

備 考 
 1  「職員数」とは，予算の積算の基礎となった人数

 2  (    ) 内は短時間勤務職員で外数

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

区　　　　　　　　分

職　　　員　　　数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費
法定福利費 合　　　計

特　別　職 一　般　職 報　　　酬 給　　　料 賃　　　金 手　　　当 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

1,196,762 211,940 1,408,702 1  141  本 年 度
(16) 

65 625,584 0 571,113 

541,306 1,165,077 210,243 1,375,320 1  141  前 年 度
(8) 

98 609,112 14,561 

29,807 31,685 1,697 33,382 
0  0  

比 較
(8) 

△ 33 16,472 △ 14,561 

（単位　千円）

手
当
の
内
訳

区　　　　　分 扶 養 手 当 管 理 職 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 時間外勤務手当 夜間勤務手当

本 年 度

0 

前 年 度 18,210 9,336 10,299 9,409 44,730 6,085 

20,268 10,505 13,001 9,780 44,730 6,085 

区　　　　　分 休日勤務手当 期末勤勉手当 管理職員特別勤務 手当 特殊勤務手当 退 職 給 付 費

比 較 2,058 1,169 2,702 371 0 

比 較 0 6,125 0 0 17,382 

前 年 度 1,570 244,996 744 2,166 193,761 

本 年 度 1,570 251,121 744 2,166 211,143 
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ア　会計年度任用職員以外の職員

備 考 
 1  「職員数」とは，予算の積算の基礎となった人数

 2  (    ) 内は短時間勤務職員で外数

区　　　　　　　　分

職　　　員　　　数
合　　　計

特　別　職 一　般　職 報　　　酬 給　　　料 手　　　当 計

（人） （人） （千円）

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費
法定福利費

1,181,036 209,449 1,390,485 1  141  

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度
(8) 

65 612,153 568,818 

1,150,516 207,556 1,358,072 1  141  前 年 度
(8) 

98 609,112 541,306 

30,520 1,893 32,413 
0  0  

比 較
(0) 

△ 33 3,041 27,512 

（単位　千円）

手
当
の
内
訳

区　　　　　分 扶 養 手 当 管 理 職 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 時間外勤務手当 夜間勤務手当

本 年 度

0 

区　　　　　分 休日勤務手当 期末勤勉手当 管理職員特別勤務 手当 特殊勤務手当 退 職 給 付 費

比 較 2,058 1,169 2,702 △ 32 0 

前 年 度 18,210 9,336 10,299 9,409 44,730 6,085 

20,268 10,505 13,001 9,377 44,730 6,085 

比 較 0 4,233 0 0 17,382 

前 年 度 1,570 244,996 744 2,166 193,761 

本 年 度 1,570 249,229 744 2,166 211,143 
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イ　会計年度任用職員

備 考 
 1  「職員数」とは，予算の積算の基礎となった人数

 2  (    ) 内は短時間勤務職員で外数

区　　　　　　　　分

職　　　員　　　数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費
法定福利費 合　　　計

特　別　職 一　般　職 報　　　酬 給　　　料

（千円） （千円）

手　　　当 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度
(8) 

0 13,431 2,295 15,726 2,491 18,217 0  0  

前 年 度
(0) 

0 0 0 0 0 0 0  0  

15,726 2,491 18,217 
0  0  

（単位　千円）

比 較
(8) 

0 13,431 2,295 

手
当
の
内
訳

区　　　　　分 通 勤 手 当 期末勤勉手当

本 年 度 403 1,892 

比 較 403 1,892 

前 年 度 0 0 
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2 給料及び手当の増減額の明細

給与改定に伴う 給与改定の状況

増減分 平均改定率 ％

改定実施時期 平成31年４月１日

昇給に伴う増加 平均昇給率 ％

分

その他の増減分 新陳代謝等に係る増減分

 

区　　分 増　減　額 増 減 事 由 別 内 訳 説　　　　　　　　明 備　　　　　　　　　　　　　考
千円 千円 千円

給 料 16,472  388 

前年度
0.11

千円

13,431 千円

5,105 1.01

10,979 △ 2,452

会計年度任用職員制度導入に伴う増加分
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制度改正に伴う 給与改定に係る支給額等の変更

増減分 1.　期末勤勉手当  　 　

６月支給率  2.225月分 → 2.250月分

12月支給率  2.225月分 → 2.250月分

年間支給率  4.45月分 → 4.50月分

2.住居手当

基礎控除額 12,000円 → 16,000円

2分の1加算限度額 16,000円 → 17,000円

最高支給限度額 27,000円 → 28,000円

※改定により手当額が1,000円を超える減額となる職員については，

　1年間，改定前の手当額から1,000円を控除した額の手当を支給

　

その他の増減分 給与改定に伴う増減分

新陳代謝等に係る増減分

会計年度任用職員制度の導入に伴う増加分

3 給料及び手当の状況

(1) 職員１人当たり給与 (2) 初　任　給

備　　　　　　　　　　　　　考
千円 千円 千円

住 居 手 当 △ 11 

区　　分 増　減　額 増 減 事 由 別 内 訳 説　　　　　　　　明

手 当 29,807  2,591 期末勤勉手当 2,602 

退 職 給 付 費 17,382 2,295 千円

27,216 期末勤勉手当 3,523 145 千円

扶 養 手 当 2,058 24,776 千円

そ の他の手当 4,253 

（単位　円）

区　　　　　　　　　　　　　　　分 企　業　職
区 分 企 業 職

一 般 会 計 の 制 度

平均給料月額 （円） 336,831 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職
令和 元年 10月 1日

平均給与月額 最高
現 在 218,300 

平 均 年 齢 （歳） 44.4 短 大 卒 160,100    160,100    

（円） 395,300 大 学 卒 182,200    182,200    

132,300 
平成30年 10月 1日

平均給与月額 （円） 386,642
現 在

平 均 年 齢 （歳） 44.1

最低
平均給料月額 （円） 338,985 高 校 卒 150,600    150,600    
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級

1 級

2 級

3 級

4 級

5 級

6 級

7 級

8 級

計

級

1 級

2 級

3 級

4 級

5 級

6 級

7 級

8 級

計

備 考  (    ) 内は短時間勤務職員で外数

(3) 級別職員数
（級別の標準的な職務内容）

区 分
企 業 職 区　分 1　　　　　級 2　　　　　級 3　　　　　級 4　　　　　級

職 員 数 （人） 構 成 比 （％）

係 長

12 9.0 主 事 ・ 技 師 主査補・技査補 主 査 ・ 技 査

10 7.5 企

業

職

主 任

現 在 （1） 19 14.3 5　　　　　級

令和元年10月1日 （1） 70 52.6

（5） 15 11.3

6　　　　　級 7　　　　　級 8　　　　　級

5 3.7

1 0.8 課 長 補 佐 課 長 局 長

（7） 133 100.0 主 幹 副 参 事 理 事

1 0.8 室 長 次 長

職 員 数 （人） 構 成 比 （％）

12 8.7

平成30年10月1日 76 55.1

区 分
企 業 職

11 8.0

（5） 15 10.8

現 在 （1） 16 11.6

7 5.1

1 0.7

（6） 138 100.0
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(4) 昇　　給 (5) 特殊勤務手当

区　　　　　　　　　　　　　　　　　分 企　　業　　職 区　　　　　　　　　　　　分 企　　　　業　　　　職

職 員 数 （Ａ） 141
人

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 0.3（ ％ ）
本

年

度

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） 115

号 給 数 別 内 訳

4 号 給 106

8 号 給 4

33.6
支 給 対 象 職 員 の 比 率 （ ％ ）

6 号 給 5 （ 令 和 元 年 10 月 1 日 現 在 ）

薬 品 等 取 扱 手 当

3,840
支 給 対 象 職 員 1 人 当 た り

比 率 （Ｂ）／（Ａ） （％） 81.6 平 均 支 給 月 額 （ 円 ）

職 員 数 （Ａ） 141
人

代 表 的 な 特 殊 勤 務

手 当 の 名 称

8

8 号 給 4

夜 間 特 殊 業 務 手 当

4 号 給 97

6 号 給

比 率 （Ｂ）／（Ａ） （％） 77.3

前

年

度

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） 109

号 給 数 別 内 訳
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(6)

備　考　　(     )内は再任用職員

(7)

(8)

備 考
6月（月分） 12月（月分） ( 月　分 ) 級 等 に よ る 加 算 措 置

期末手当・勤勉手当

区　　　　　　　　　　分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職制上の段階，職務の

2.250 2.250 4.50

前 年 度
(1.175) (1.175)

本 年 度
(1.175) (1.175) (2.35)

有

(2.35)
有

2.250 2.250 4.50

2.225 2.225 4.45

有一般会計 本 年 度
(1.175) (1.175) (2.35)

区　　　　　　分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度

2.225 2.225 4.45

定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

有の 制 度 前 年 度
(1.175) (1.175) (2.35)

そ の 他 の
備 考

（月分） （月分） （月分） （ 月 分 ） 加 算 措 置 等

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

平成30年4月1日施行

平成30年4月1日施行
退職特例措置

 2％～
（ ）

20％加算

定 年 前 早 期

一般会計の制度 退職特例措置

（ 支 給 率 等 ）  2％～
（ ）

20％加算

24.586875 33.27075 47.709 47.709

定 年 前 早 期

その他の手当

区　　　　　　　分 一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同　　　　　　じ

住 居 手 当 同　　　　　　じ

通 勤 手 当 同　　　　　　じ
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1

1

継 続 費 に 関 す る 調 書

款 項 事 業 名

全 体 計 画 前 前 年 度 前 年 度 末

出 資 金 留 保 資 金 発 生 額

継 続 費

備 考
年 度 年 割 額

左 の 財 源 内 訳 末 ま で の ま で の 支 支 払 義 務 末 ま で の 以降の支払

当 該 年 度 当 該 年 度

生 ( 見込 )額 予 定 額 発生予定額

翌 年 度

予 定 額

の 総 額

企 業 債
一 般 会 計 損 益 勘 定 支 払 義 務 払 義 務 発 発 生

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

178,860 303,600 ― 

57.2

支 払 義 務 義 務 発 生 に対する

％

進 捗 率

千円

― 41.1

― 

821,000 ― 

― 100.0

0 ― 0.0
逓次繰越

189,000

124,740― 303,600― ― 303,600

189,000 821,000 2,360,000

104,940 104,940 ― 25.0

100.0

178,860 178,860 ― 58.9

― 124,740

29 189,000 94,500 94,500 0 0 ― ― 

30 729,000 364,500 364,500 0 189,000 ― ― 189,000 ― 

― 1,350,000 ― 1,350,000

8.0
逓次繰越

729,000

0 1,350,0001,180,000

元 621,000 310,500 310,500 0

2 821,000 410,500 410,500 0 ― ― 821,000 34.8

増 補 改 良
工 事 費

2

送 水 幹 線
二 重 化 事 業
（ ４ 工 区 ）

10,000 305,060 ― ― 

― 

元 124,740 ― ― 124,740 ― 124,740

2 178,860 ― ― 178,860 ― 

計 2,360,000 1,180,000

2 104,940 ― 

計

3 315,060 ― 
三 里 配 水 池
整 備 事 業

針 木 浄 水 場
受 変 電 設 備
更 新 事 業

建設工事費

資 本 的

― ― 315,060 ―

計 420,000 ― 10,000 410,000 ― ― 104,940 104,940 315,060 25.0

― 104,940 ― ― 支 出
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（令和２年度提出にかかる分）

千円 800800 800
針 木 浄 水 場 自 然 公 園
桜花見用警備等委託業務

令 和 ３ 年 度

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の 支 払 当 該 年 度 以 降 の 支 払

期 間 金　　　額

左 の 財 源 内 訳
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額 義 務 発 生 予 定 額

期 間 金　　　額 給 水 収 益 等

千円 千円 千円
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（過年度議決済みにかかる分）

千円

千円

令 和 ２ 年 度 か ら
取 水 の 終 了 す る
年 度 ま で

令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 ７ 年 度 ま で

1,680,000 1,680,000

義 務 発 生 （ 見 込 ） 額 義 務 発 生 予 定 額

期 間 金　　　額

0 1,680,000

千円 千円

左 の 財 源 内 訳

仁 淀 川 漁 業 補 償 費
平 成 25 年 度 か ら
令 和 元 年 度 ま で

令 和 ２ 年 度 か ら
取 水 の 終 了 す る
年 度 ま で

96,490 

26,000
旭浄水場排水処理施設の
運 転 ・ 管 理 委 託 業 務

令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 ４ 年 度 ま で

26,000 26,000

料金徴収等包括委託業務 令 和 元 年 度

仁 淀 川 水 質 等
環 境 保 全 対 策 費

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の 支 払 当 該 年 度 以 降 の 支 払

平 成 ６ 年 度 か ら
令 和 元 年 度 ま で

1,983,300 

期 間

初年度の限度額を75,000千円
とし，当該年額について，工事
着手年度から３年間ごとの高知
市消費者物価指数を基礎にし
て見直した額を期間中の各年
度の限度額とする。

昭和51年度の額を8,000千円と
し，当該年額について，当該年
度から３年ごとに国の示す消費
者物価指数を基礎にして見直し
た額を期間中の各年度の限度
額とする。

金　　　額 給 水 収 益 等

千円
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1

(1)

(2)

(3)

(4)

2

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(8)

(9)

844,501

111,141

72,278

321,530

564,421

2,385,497

30,183 5,308,876

196,183

28,900

34,997

6,153,377

1,155,905

471,738

19,547

営 業 収 益

6,069,933

配 水 工 事 収 益

令和元年度　高知市水道事業予定損益計算書

科　　　　　　　　　　目

（単位　千円）

令和元年度 予定額
自 平 成 31 年 ４ 月 １ 日

給 水 収 益

至 令 和 ２ 年 ３ 月 31 日
（ ） 備 考

受 託 工 事 収 益

そ の 他 の 営 業 収 益

総 係 費

業 務 費

減 価 償 却 費

営 業 費 用

営 業 利 益

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 費

修 繕 費

給 水 費

資 産 減 耗 費

受 託 工 事 費
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3

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

4

(1)

(2)

5

(1)

(2)

6

(1)

(2)

7

(1)

2,232,375

△ 40,000

838,328

470

0

789,439

△ 8,8899,359

1,442,936

経 常 利 益

特 別 利 益

営 業 外 費 用

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

予 備 費

予 備 費

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出

その他の未処分利益剰余金変動額

固 定 資 産 売 却 益

過 年 度 損 益 修 正 益

固 定 資 産 売 却 損

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

523,656

517,676131,410

193 523,849

雑 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

営 業 外 収 益

3,300

111,641

長 期 前 受 金 戻 入 268,556

新 設 分 担 金

一 般 会 計 補 助 金 2,769

△ 6,173

370

9,259

40,000 40,000

100

100
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1

(1)

ｲ

ﾛ

ﾊ

ﾆ

ﾎ

ﾍ

ﾄ

ﾁ

ﾘ

ﾇ

ﾙ

58 

73,308,165 

△ 248,132 

326,249 

60,986,516 

898,176 

129,613 

1,155 

△ 1,097 

377,745 

350,709 

4,886,037 

337,134 

△ 319,044 

106,547,118 

16,576,145 

673,792 

△ 336,658 

△ 45,560,602 

△ 11,690,108 減 価 償 却 累 計 額

8,269,376 

113,234 

58 

科　　　　　　　　　　　　目

（ 資 産 の 部 ）

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

△ 44,277,946 

令 和 元 年 度 末 予 定 額

建 物 附 属 設 備

構 築 物

立 木

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

土 地

有 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

△ 11,369,223 

高 知 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

52,866,736 

機 械 及 び 装 置

量 水 器

建 設 仮 勘 定

器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具

船 舶

建 物

減 価 償 却 累 計 額

（単位　千円）

338,398 

34,523 

4,648,939 

△ 3,215,196 2,232,356 

24,985 

4,428,851 

令 和 ２ 年 度 末 予 定 額

4,433,761 

24,985 

2,574,951 △ 3,318,111 

35,016 

101,016 

△ 66,000 

74,632,496 

5,447,552 

640,748 

△ 290,039 

97,144,682 

16,018,162 

673,792 

△ 335,394 

96,049 

△ 61,526 

1,155 

△ 1,097 

341,335 

△ 228,101 

5,893,062 

645,293 
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(2)

ｲ

ﾛ

2

(1)

(2)

(3)

(4)

3

(1)

(2)

4

(1)

(2)

(3)

(4)

5

(1)

76,651,233 

28,994,629 

602,014 

399,237 

1,561,483 

12,571,340 

30,513,213 

11,814,803 

154,167 

602,003 

1,370,582 

367 

29,382,757 

367 

11,897,885 

154,367 

2,018,737 

606,989 

12,654,633 

30,753,339 

△ 6,269,677 

貸 倒 引 当 金

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

貯 蔵 品

607,000 

△ 4,986 

未 払 金

企 業 債

引 当 金

預 り 金

（ 負 債 の 部 ）

2,012,632 

6,105 

75,398,249 

6,105 

2,090,084 

2,083,979 

無 形 固 定 資 産

現 金 及 び 預 金

未 収 金

電 話 加 入 権

流 動 資 産

ダ ム 使 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

40,162,065 

6,854,681 

2,794,171 

697,284 

40,520 

13,095,850 

△ 4,986 

1,657,130 

6,854,681 28,508 

89,222,573 

1,518,584 

固 定 負 債

資 産 合 計

引 当 金

企 業 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

88,052,882 

399,045 

559,131 

40,520 

40,208,670 

2,560,179 

6,895,152 

長期前受金収益化累計額 △ 5,997,144 

繰 延 収 益

12,873,390 

繰 延 収 益 合 計 6,895,152 

負 債 合 計

長 期 前 受 金

流 動 負 債 合 計

建 物 仮 勘 定 長 期 前 受 金 18,906 
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6

7

(1)

ｲ

ﾛ

ﾊ

(2)

ｲ

ﾛ

剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

工 事 負 担 金

減 債 積 立 金

受 贈 財 産 評 価 額

当年度未処分利益剰余金

89,222,573 負 債 資 本 合 計

資 本 合 計 47,844,212 

88,052,882 

（ 資 本 の 部 ）

剰 余 金

資 本 金

569,066 569,371 補 助 金

資 本 剰 余 金

42,418,972 43,032,210 

49,060,508 

1,520,217 

3,752,592 

2,232,375 

6,028,298 5,425,240 

605,040 

498,237 498,237 

4,355,955 

4,355,955 

1,672,648 1,672,343 

605,040 

0 
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注 記 表 
Ⅰ．重要な会計方針 

１ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品  先入先出法による原価法 

 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

・ 減価償却の方法    定額法（ただし，量水器については取替法による。) 

・ 主な耐用年数 

建物 ８～50年    建物附属設備 ８～50年    

構築物 10～80年    機械及び装置 ６～50年    

量水器 ８年    車両及び運搬具 ３～６年    

船舶 ５年    器具及び備品 ４～15年    

(2) 無形固定資産 

・ 減価償却の方法    定額法 

・ 主な耐用年数 

ダム使用権 55年      

 

３ 引当金の計上方法 

(1) 退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため，当年度末水道事業会計在籍職員に係る退職手当に相当する額を簡便法により計上している。 

(2) 賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に基づき，当年度の負担に属する額を計上している。 

(3) 法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末における支給見込額に基づき，当年度の負担に属する

額を計上している。 
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(4) 修繕引当金 

平成25年度末までに計上されていた修繕引当金を計上している。 

(5) 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため，貸倒実績率等により回収不能見込額を計上している。 

 

４ 消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記 

１ 重要な非資金取引 

該当なし。 

 

Ⅲ．予定貸借対照表等に関する注記 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む。）のうち，他会計が負担すると見込まれる額は162,431千円である。 

 

Ⅳ．セグメント情報の開示 

高知市水道事業のセグメントは，単一セグメントであるため，セグメント情報の記載を省略する。 

 

Ⅴ．減損損失 

１ グルーピングの方法 

高知市水道事業会計において使用している固定資産については，事業全体でキャッシュ・フローを生成していることから，１つの資産グルー

プとしている。 
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２ 減損の兆候について 

当年度において，以下の資産（遊休資産）について減損の兆候を認識した。 

用途 資産の種類 所在地 

水道事業 土地 高知市加賀野井二丁目1-224 外37筆 

なお，水道事業会計における「重要性の原則」の判断基準等により，減損損失としては認識していない。 

 

Ⅵ．リース契約により使用する固定資産 

１ リース取引の処理方法 

所有権移転ファイナンス・リース取引については，該当なし。 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については，中小規模の地方公営企業の特例措置により，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理を行っている。 

 

２ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

１年内  1,774千円 

１年超   3,313千円 

計    5,087千円 

 

３ オぺレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額 

１年内   158千円 

１年超     27千円 

計     185千円 
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